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アトム モレキューレ アトム モレキューレ
１月１日１００ － ２月１日 ９９ ６９
１月２日 ９９ ９９３月３１日 ９９ １０
１月３日 ９９ ９８６月３０日 ９８ １５
１月１０日 ９９ ９０１２月３１日 ９６ ３５
１月３１日 ９９ ７０
小額貨幣の場合
貨幣
この貨幣の所有者は，国内市場で５０モレ
キューレ（あるいは２５，５，１）の価値の
商品を市場で提供される。つまり，彼は，
商人の商品ストックから同じ価値を手に入
れる権利をもつ。
彼がどのような商品のどれほどの量を手
に入れるかは，供給と需要によって決定さ
れる。
この紙幣は様々な色の１０枚つづりで発行
される。そして商品所有者が錆などによっ
て被る損失に対応して，この紙幣は毎年，
帝国金融機関の利益になるようにして回収
される。その時には所有者は補償なしにそ
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の紙幣を破棄しなければならない。
今や，まず最初にこの貨幣の注目すべき点，
または不審の念を抱かれる点は，価値単位とし
ての「アトムとモレキューレ」という名称であ
るだろう。だが，読者の生活の幸運が，可能な
かぎり多くのターラー，ルーブル，ドルを所有
することに依存している場合でも，このターラ
ー，シリング，クローネなどの名称をアトムに
置き換えても問題ないだろう。なぜなら，貨幣
の価値にはまったく変わりがないからである。
さらに，銀行券の所有者には金ないし銀への
兌換が約束されておらず，銀行券の価値の実現
に際しては，直接に商品供給に依存しているこ
とも，注目に値いする点である。あたかもその
結果，銀行券が絶対にいかなる固定的，かつ一
定の明確な価値を意味していないかのように読
者には思われるかもしれない。だが，読者が，
今日の銀行券の所有者は一定量の銀と金を得ら
れるにしても，この金の交換価値は商品供給に
完全に依存していることを了解すれば，彼は，
商品供給への直接的依存によって，つまり，銀
と金とのリンクの回避によって，全取引の簡素
化が達成され，その結果，新しい銀行券の価値
が，金属に基礎づけられた銀行券の価値よりも
不確実なものでなくなるという認識に至るだろ
う。
今や，読者は，新しい銀行券の日々の減価の
目的を知っている。また読者がすでに知ってい
るように，このような減価によって貨幣はその
所有者にとって直接的な損失なしには流通から
撤収させることができなくなるばかりか，この
ような損失のために貨幣を規則的に流通させる
ことをも強いられる。そして貨幣流通の均質性
は，貨幣の価値持続性にとっての基本的条件で
あるがゆえに，新しい銀行券は，完全に安定的
な価値を持つ。つまり，商品価格は固定的にな
るのである。
私はすでに［前著］『事態の本質―貨幣改革
論続編―』（１９８１年）の中で，国内の交通や外
国との交通がいかに展開されねばならないのか
を示した。同様に金属貨幣を錆びていく銀行券
によっていかに代えていくのかを示したばかり
でなしに，このような貨幣改革の導入がいかに
次のような直接的かつ不可避的な結果をもたら
すのかをも立証した。
１）現金払いの導入
２）中間取引の除去
３）利子制度の廃絶
４）失業の不可能性
５）金融恐慌と経済恐慌の廃絶
６）投機や高利貸しの存在基盤の除去
７）金採掘人，取引所，銀行，抵当機関の不
必要化
８）租税制度の簡略化
９）貨幣の価値の安定化の達成
１０）すべての商品の現金化
１１）あらゆる民間人は，貯蓄を現実的な資本
に投下することを強いられ，金のような擬
制的資本には投資することを強いられない。
１２）すべての生産的資本は，いかなる時にも
新しい事業を意のままにできる。
そしてこのような要因全体の共働によってい
かに遠くない将来に，バラタリア島で支配的に
なったものにかなり近い交通状態が必然的に達
成されるのかを，われわれは示したのである。
第二十四章 錆びていく銀行券の導入
多くの者は，「これらすべてのことは素晴ら
しいことだが，すべての諸関係を根本的に変え
るこうした改革は，いかにしたら実行できるの
か」と，言うだろう。
その目的の実現のためにだれかの権利を侵害
する必要があるならば，たとえば，その目的の
実現のためにだれかの財布から，たとえ１ペニ
ヒであっても，何かを取り上げなければならな
いならば，私はそのような改革を私的所有への
攻撃，非合法的，非実践的なものと説明する最
初の人間になるだろう。だが，幸いにも，鋳貨
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改革の導入にはいかなるテロも必要としないし，
だれの権利をも侵害しない。
錆びていく銀行券を導入するためには，国民
経済学者や資本家が，金は，ニシン，石油，チ
ーズのようなひとつの商品であると説明し，す
べての国庫機関においていかなる商品も受けと
らず，むしろ貨幣だけを受けとるという法律，
すなわち金と銀は通常の商品としてあらゆる国
庫機関では受け取りを拒否されるという法律が
公布される必要がある。
それから，国家は紙幣を製造し，この貨幣を
国家的交通制度と説明する。そしてその利用に
対しては，国家は運賃を徴収する。つまり貨幣
の利用に対しては，国家は毎日貨幣の減価の形
態で貢納を徴収する。つまり，国家はこのよう
な貨幣を流通させる。第一に，国家は通常の商
品と見なされた金の購買者として登場すること
によって。第二に，国家は大規模な国家プロジ
ェクトを引き受けることによって。第三に，官
吏への支払いによって。新しい貨幣の強制的流
通 Zwangscursを国家は，新しい貨幣での納税
を要求することによって，尽力する。国家が多
くの貨幣を発行し，その価値や商品の価値，す
なわち１アトムの交換価値が１マルクや１ルー
ブルの交換価値などに達した場合には，国家は，
それ以上の発行をやめ，貨幣の価値を流通に必
要な貨幣量の補によって調整する以上のこと
をしない。
自分の金や銀を新しい貨幣と引き換えに国家
に販売したくない者は，それを保持してもかま
わない。だれも彼を強制することができない。
だが，彼は，この金を租税，関税，切手，鉄道
運賃の支払いに利用することはできない。むし
ろ彼は，そのために金を販売しなければならな
くなるだろう。なぜなら，国家は金や銀を通常
の商品と見なし，租税当局ではいかなる商品も
もはや受けとらないからである。
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